
  中央社保協 共闘関連 
２０２３年３月１日 

 
1. 介護７団体での打ち合わせ・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.01 
  統一地方選挙に向けて、候補者への要望書 
  ５月（統一地方選挙後）より、オンライン署名と団体署名を開始していく予定。 

 
2. ７５歳医療費窓口負担２割化中止を求める４団体協議・・・・・・P.03 
  ２．１集会・国会行動 
  当日参加：会場４３名、WEB１２８アクセス 
  メイン講演：前澤淑⼦⽒（元東京社保協事務局⻑） 

  署名提出行動・・・３月２日の打ち合わせで確認予定 
 

3. ２５条共同行動 
  ５月２８日（日）会場・オンライン集会＠ラパスビル 
  ３月３日（金）１０時より事務局会議を開催 

 
4. 2023 全国介護学習交流集会・・・・・・・・・・・・・・・・・P.18 

日 程：２０２３年１０月９日（月・祝）１３：００〜１６：００ 
テーマ：介護保険制度と処遇改善 
  事務局会議：３月７日（⽕）１０：００〜 
  実行委員会：４月７日（⾦）１８：００〜 

 
5. 全労連 社会保障闘争本部会議・・・・・・・・・・・・・・・・P.20 
  3/22「若者も高齢者も安心できる年金と雇用を」国会請願署名の提出行動 
  3/22「物価高騰に見合う年金額引き上げ」を求める決起集会 
次回：４月２１日（金）１０：００〜 

 
6. ⼦ども医療全国ネット事務局・・・・・・・・・・・・・・・・P.23 
  全国政党への公開質問状 
  ポスターを作成する予定 
  宣伝行動・・・２月２２日（水）新宿駅、３月に御茶ノ水、４月に立川 

 
7. マイナンバー制度反対連絡会 拡大事務局会議・・・・・・・・P.27 
  ３月２３日省庁交渉・中央行動 

衆議院第 2 議員会館多目的会議室（２００名収容） 



１）省庁要請 

１０：００ 参加者集合、打合せ 

１０：３０ ３省庁要請 

１１：００ まとめ 

 

２）院内集会と署名提出、国会議員要請行動 

１１：３０ 休憩 

１２：３０ 院内集会、署名提出（詳細は、別紙） 

１３：００ 国会議員要請行動 

  マイナンバー制度反対連絡会緊急アピール 
  ３月１０日（⾦）宣伝行動 

 
8. 平和、いのち、くらしを壊す戦争準備の大軍拡・大増税ＮＯ！連絡会・・・・P．３５ 
  今国会で審議される「防衛費増額の財源を確保するための特別措置法案」（我が国の防

衛力の抜本的な強化等のために必要な財源の確保に関する特別措置法案）の成立を許
さないとりくみをすすめ、大軍拡・大増税に踏み出す２０２３年度予算案に反対する
とりくみを大きく広げるため署名を提起。 

  戦争させない・9 条壊すな！総がかり行動実行委員会でも同じ署名を取り組むことが
２月１４日（⽕）に確認された。 
  ５月中旬ごろに国会行動を予定 

 
9. 地域医療を守る運動全国交流集会実行委員会 
  実行委員会：４月１０日（月） 
  次回開催、２０２３年１１月２３日（木・祝）） 

 
10. ＃いのちまもる 医療・社会保障を立て直せ！10・20 総行動 
  実行委員会：４月１９日（水） 

 
 



統一地方選挙 候補者様 
2023 年 3 月 

介護保険制度に関する要請書（案） 
 

・公益社団法人認知症の人と家族の会 
・２１世紀・老人福祉の向上をめざす施設連絡会 
・いのちと暮らしを脅かす安全保障関連法に反対
する医療・介護・福祉の会 
・守ろう！介護保険制度・市⺠の会 
・全国労働組合総連合 
・全日本⺠主医療機関連合会 
・中央社会保障推進協議会 

 
介護保険は施行から 22 年を経過しましたが、必要な介護サービスが利用できな

い実態が広がっており、家族介護を理由とした介護離職も高止まりです。介護事業
所では、深刻な人手不足と低い介護報酬のもと、経営難が続いており、コロナ禍が
こうした事態をいっそう加速させています。それに加え、急激な物価上昇が施設の
経営や介護労働者の生活悪化につながっています。介護利用者、介護事業所、介護
従事者が直面している困難の早急な打開と介護保険制度の立て直しを図るため、財
政のあり方など抜本的な改善が急務となっています。 
低所得者層の増加や介護利用者を複数抱える世帯なども深刻な問題です。介護に係

る経済的な心配を無くし、必要な時に必要な介護サービスが利用、提供できる介護保
険制度の改善を私たちは求めています。 

つきましては、統一地方選挙に立候補されるにあたり、私たちが求めている以下の
要求項目の介護要求を公約として掲げるとともに、地方議会での積極的な議論などを
お願いします。 

記 

1. 介護保険財政における国庫負担の割合を大幅に引き上げ、介護保険料、利用料、
⾷費・居住費などの国⺠負担の軽減を図ること。 

2. 介護保険の自己負担を原則２割負担にしないこと。また、2 割負担、3 割負担とな
る対象者の拡大をしないこと。 

3. 要介護１・２の訪問介護・通所介護を地域支援事業に移行しないこと。 
4. ケアマネジメントの利用者負担導入（ケアプラン作成の有料化）をしないこと。 
5. 介護老人保健施設・介護療養型医療施設・介護医療院の多床室（相部屋）室料負
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担を新設しないこと。 
6. 福祉用具貸与を買い取り制度に変更しないこと。 
7. 全額公費で、すべての介護従事者の給与を全産業平均水準まで早急に引き上げる

こと。介護従事者を大幅に増やし、一人夜勤の解消、人員配置基準の引き上げを
行うこと。 

8. 利用者が安心して介護を受けることができ、介護事業所・従事者が不安なく介護
を提供できるよう、新型コロナウイルス感染症対策を強化すること。 

以上 
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老人医療有料化から４０年  ７５歳医療費窓口２割化を直ちに中止せよ！ 
2.1 高齢者中央集会 行動提起 

2023 年 2 月 1 日 日本高齢期運動連絡会 事務局⻑ 畑中久明 
１）高齢者をめぐる情勢 
 昨年 10 月 1 日国際高齢者デーに、日本政府は、中止を求める声を無視し、75 歳医療費窓口 2 割化
を強行しました。今、コロナ感染症第 8 波の中で、高齢者の多くのいのちが奪われています。それで
も政府は 23 年度予算で 2 割化を通年実施して 400 億円を削減するとしています。物価高騰と低い年
⾦は高齢者の生活を圧迫しており、政府はただちに 2 割化を中止するべきです。しかし、政府は国⺠
生活には目をくれず、アメリカとの軍事同盟強化、戦争への道をすすめています。憲法違反の敵基地
攻撃能力を保有し、軍事費を 2 倍にして世界第 3 位の軍事大国をめざしています。ロシアのウクライ
ナ侵攻は 1 年たち先が見えません。国際紛争は軍事力では解決しないこと、一旦始まると、甚大な被
害となること、そして核兵器の使用が現実的脅威となったこと、こうしたことを私たちに教えていま
す。軍事ではなく外交努力に力を注ぐべきです。アメリカのシンクタンクは台湾有事の際、日本国内
の基地を戦闘に使用する必要があること、そして在日米軍が被る多大の被害にふれています。報告書
では住⺠の被害には一切触れていませんが沖縄、横⽥の基地は住宅密集地にあり、その被害は計り知
れません。岸⽥政権は社会保障を削減し、軍事大国をめざしています。今まさに日本国憲法の平和的
生存権が脅かされています。平和をまもる大運動を巻き起こすことが求められています。 
２）人権を守る社会をめざす運動の広がり 
 昨年 11 月に開催された日本高齢者大会で高齢者やすべての年齢の人々の現在と未来に希望と輝き
をもてる真の⻑寿社会を創造するための基本原則を掲げた日本人権宣⾔を採択しました。その理念、
原理、原則にもとづく立法、政策の実現を日本政府に求めています。国連障害者権利委員会は、障害
者権利条約の取り組み状況を対面審査し、日本政府に人権の視点から政策や法律全般を見直すよう勧
告しました。そして、女性差別撤廃条約選択議定書の早期批准を求める自治体意見書が 10 府県と地
方議会で採択されています。国連は昨年 12 月 10 日より 1 年間、世界人権宣⾔の 75 周年キャンペー
ンを実施しています。戦争・パンデミック・貧困格差・気候変動と世界が多くの問題に直面している
とき、人権を土台に社会を変えていく動きが起きています。 
 日本の社会保障が「助け合い制度」に変質させられ、「給付は高齢者中心、負担は現役世代中心」
と⾔って世代間対立をあおり、最終的にはすべての世代にわたって社会保障の削減を推進しようとし
ています。これに対峙して、日本国憲法にある「健康で文化的な生活を保障する」人権としての社会
保障をかかげて運動を進めていきましょう。いっせい地方選挙は政治を変える大きな機会です。国⺠
生活も守るのが政治の役割です。「７５歳２倍化は中止を」を選挙の争点にしていきましょう。 
３）大軍拡に反対する運動と合わせて７５歳２倍化の中止を求める世論を大きくしていこう 
 軍事費拡大か社会保障削減につながります。大軍拡反対、平和を守ろう、この大きな運動と合わせ
て、社会保障を削るな、75 歳 2 倍化を直ちに中止しろの声を一層大きくしましょう。 
〇「高齢者のいのち・健康・人権を脅かす 75 歳以上医療費窓口負担 2 割化の中止を求める請願署名」
を、これまでの 80 万筆の上に、早期に 100 万筆を超過させましょう。５月連休明けに国会提出行動を
めざしましょう。 
〇10 月 1 日以降の 2 割化の実態調査、生活実態調査など、自分たちの周りの声を出し合い、発信して
運動につなげていきましょう。医療費窓口負担の 2 割化が、高齢者の生活と健康を破壊する制度であ
ることを告発し、ただちに中止することを強く求めていきましょう。 

以上 
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1

の
看

護
師

配
置

で
は

困
難

、
現

実
に

は
4

対
1

以
上

の
マ

ン
パ

ワ
ー

を
必

要
」

「
医

療
現

場
の

実
態

を
十

分
把

握
し

た
上

で
、

対
応

策
を

検

討
し

て
い

た
だ

き
た

い
」

医
療

団
体

の
声

今
、

求
め

ら
れ

る
こ

と
は

…

経
済

を
ま

わ
し

て
も

Ｗ
ｉ

ｔ
ｈ

コ
ロ

ナ
に

な
っ

て
も

◎
い

の
ち

を
な

い
が

し
ろ

に
さ

せ
な

い
◎

い
の

ち
を

落
と

す
人

を
一

人
で

も
減

ら
す

こ
と

•
感

染
者

が
適

切
な

医
療

を
受

け
ら

れ
る

よ
う

に
、

収
束

ま
で

医
療

費
の

公
費

負
担

を
継

続
す

る
こ

と

•
国

の
責

任
で

必
要

な
診

療
体

制
を

整
備

、
人

的
・

財
政

的
支

援
を

•
パ

ン
デ

ミ
ッ

ク
に

対
応

で
き

る
余

力
あ

る
医

療
の

提
供

体
制

の
確

立

•
介

護
事

業
所

の
倒

産
の

増
加

、
経

営
難

に
陥

っ
て

い
る

高
齢

者
施

設
等

へ
の

経
済

的
支

援

•
公

衆
衛

生
、

検
査

体
制

の
強

化

•
ワ

ク
チ

ン
や

治
療

薬
に

迅
速

に
ア

ク
セ

ス
で

き
る

体
制

構
築

•
罹

患
後

症
状

、
ワ

ク
チ

ン
副

反
応

へ
の

対
応

•
高

齢
者

、
障

が
い

者
の

治
療

の
後

回
し

、
拒

否
等

「
い

の
ち

の
選

別
」

の
常

態
化

を
さ

せ
な

い
こ

と

患
者

、
利

用
者

、
地

域
に

ひ
ろ

が
る

困
難

•
コ

ロ
ナ

禍
に

噴
出

し
た

貧
困

、
不

平
等

•
コ

ロ
ナ

以
前

か
ら

の
新

自
由

主
義

的
な

改
革

で
、

構
造

的
に

つ
く

ら
れ

た
社

会
基

盤
の

不
安

定
さ

や
社

会
保

障
制

度
の

ぜ
い

弱

性
が

、
浮

き
彫

り
に

な
っ

た
も

の

•
非

正
規

労
働

者
の

拡
大

、
完

全
失

業
者

数

の
増

加

•
物

価
高

騰

•
自

殺
者

数
の

増
加

３月共闘会議資料5
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実
施

後
、

全
日

本
民

医
連

が
実

施
し

た
7

5
歳

2
割

化
ア

ン
ケ

ー
ト

に
寄

せ
ら

れ
た

声

•
年

金
も

減
り

、
物

価
も

高
騰

、
生

活
そ

の
も

の
が

大
変

•
医

療
は

必
要

、
で

も
こ

れ
以

上
の

負
担

増
は

つ
ら

い
、

元
に

戻
し

て

•
国

の
財

政
も

大
変

、
少

子
高

齢
化

で
仕

方
な

い

•
若

い
世

代
の

負
担

は
減

ら
し

て
あ

げ
た

い

•
家

族
に

は
迷

惑
か

け
た

く
な

い

•
健

康
を

守
る

こ
と

に
予

算
を

使
っ

て

•
高

齢
者

の
生

活
実

態
を

反
映

す
る

声

•
政

府
の

自
己

責
任

論
の

浸
透

•
国

の
あ

り
よ

う
、

予
算

の
使

い
方

へ
の

思
い

、
憤

り

年
金

も
減

ら
さ

れ
て

、
生

活
も

大
変

•
切

り
詰

め
る

物
が

な
い

の
で

、
も

う
こ

れ
以

上
、

上
が

ら
な

い
で

欲
し

い

•
年

金
も

減
り

、
こ

れ
以

上
負

担
が

増
え

る
と

困
る

•
生

活
用

品
の

物
価

が
上

が
り

苦
し

い
生

活
に

な
っ

て
き

た

•
1

割
→

2
割

大
変

な
こ

と
。

病
院

に
行

く
の

が
大

儀
な

気
分

と
い

う
か

！
ま

ず
は

金
を

用
意

す
る

の
が

大
変

。
年

金
も

少
な

く
な

り
、

生
活

は
き

び
し

い
で

す
。

冬
の

暖
房

が
大

変
で

す
「

老
人

は
死

ね
」

と
言

っ
て

る
み

た
い

と
ん

で
も

な
い

こ
れ

以
上

の
負

担
増

は
・

・
・

•
2

割
で

こ
ん

な
に

負
担

に
な

る
と

は
考

え
て

ま
す

。
高

齢
で

す
の

で
タ

ク
シ

ー
が

利
用

で
き

な
く

な
る

と
病

院
に

も
通

う
事

が
出

来
な

い

•
必

要
な

治
療

・
薬

な
の

で
受

診
し

ま
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
負

担
が

増
え

る
の

は
苦

し
い

が
生

き
る

た
め

に
は

必
要

な
の

で
他

を
削

っ
て

で
も

…
と

思
う

•
緩

和
措

置
が

な
く

な
る

と
受

診
回

数
、

薬
な

ど
考

え
な

い
と

い
け

な
い

と
思

い
ま

す

•
な

る
べ

く
病

院
へ

は
行

か
な

い
で

お
こ

う
と

思
っ

て
い

る

若
い

人
の

負
担

は
減

ら
し

て
あ

げ
た

い
、

家
族

に
迷

惑
か

け
た

く
な

い
•

医
療

費
は

安
い

方
が

助
か

る
が

、
国

の
財

せ
い

も
心

配
で

す

•
高

齢
者

よ
り

も
若

者
の

負
担

を
減

ら
し

て
ほ

し
い

•
高

額
の

病
気

に
な

っ
た

場
合

は
心

配
で

す
。

で
も

若
い

人
や

子
育

て
中

の
人

の
負

担
を

少
し

で
も

応
援

し
た

い
気

持
ち

は
あ

り
ま

す

•
長

生
き

し
す

ぎ
て

る
。

若
い

人
た

ち
（

孫
）

に
負

担
が

い
く

位
な

ら
仕

方
が

な
い

。
国

が
言

っ
て

る
か

ら
ね

。
不

安
は

あ
る

け
ど

•
こ

れ
以

上
高

く
な

ら
な

い
で

ほ
し

い
。

家
族

に
は

負
担

を
か

け
た

く
な

い
の

で
頼

ら
な

い

３月共闘会議資料6
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国
民

の
健

康
を

守
る

為
に

国
の

予
算

を
使

っ
て

•
8

0
才

以
上

に
な

る
と

治
療

や
検

査
等

で
見

捨
て

ら
れ

感
が

あ
る

。
不

安
、

苦
痛

を
取

り
除

い
て

く
れ

る
の

が
医

で
は

な
い

の
か

。
出

産
費

用
5

0
万

。
老

人
の

保
険

か
ら

・
・

・
・

。

•
出

生
率

が
減

っ
て

い
る

か
ら

出
産

に
か

か
る

費
用

を
高

齢
者

の
財

源
か

ら
あ

て
る

と
は

、
年

寄
り

は
早

く
死

ね
と

云
っ

て
い

る
こ

と
か

。
他

に
い

く
ら

で
も

財
源

は
あ

る
筈

•
兵

器
等

に
金

を
廻

す
な

、
政

府
で

も
く

ろ
ん

で
い

る
バ

ク
チ

に
不

賛
成

だ

歳
重

ね
医

薬
倍

と
は

何
事

ぞ

人
権

を
守

り
公

正
で

い
の

ち
と

ケ
ア

が
大

切
に

さ
れ

る
社

会
の

実
現

を

•
患

者
地

域
住

民
に

寄
り

添
っ

た
、

受
療

権
を

守
る

構
え

「
ま

ず
診

る

援
助

す
る

な
ん

と
か

す
る

」

２
０

２
2

 年
参

議
院

選
挙

に
向

け
て

の
民

医
連

の
要

求
よ

り

憲
法

2
5

条
を

生
か

し
、

○
い

の
ち

を
守

る
こ

と
に

お
金

を
つ

か
う

国
へ

の
転

換
、

○
人

権
と

し
て

の
社

会
保

障
実

現
、

○
貧

困
を

な
く

し
格

差
を

是
正

す
る

公
正

な
税

制
を

求
め

ま
す

誰
も

が
安

心
し

て
医

療
が

受
け

ら
れ

る
受

療
権

の
保

障
を

後
期

高
齢

者
医

療
制

度
の

一
部

負
担

金

の
２

割
化

は
中

止
す

る
こ

と
ご

一
緒

に
が

ん
ば

り
ま

し
ょ

う

３月共闘会議資料7
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年
齢

で
い

の
ち

の
差

別
は

許
さ

な
い

！
誰

も
が

安
心

し
て

か
れ

る
医

療
へ

声
を

あ
げ

よ
う

！

2
0
2
3
年
2
月
1
日

ー
老

人
医

療
費

無
料

化
・
後

期
高

齢
者

医
療

制
度

廃
止

の
た

た
か

い
を

振
り

返
っ

て
ー

東
京

社
保

協
常

任
幹

事
（
元

事
務

局
長

）

前
沢

淑
子

は
じ

め
に

〇
2
0
2
2
年

1
0
月

か
ら

7
5
歳

以
上

の
窓

口
負

担
が

2
倍

に
、

２
３

％
の

人
が

対
象

に

〇
も

う
病

院
に

行
け

な
い

、
受

診
抑

制

〇
か

つ
て

老
人

医
療

は
無

料
だ

っ
た

〇
今

こ
そ

た
た

か
い

の
歴

史
を

学
び

活
か

す
時

！

歴
史

を
振

り
返

る
と

〇
高

齢
者

の
医

療
費

窓
口

負
担

の
引

き
上

げ
は

現
役

世
代

の
負

担
引

き
上

げ
か

ら
社

会
保

障
制

度
改

悪
へ

高
齢

者
の

窓
口

負
担

が
無

料
か

ら
有

料
に

な
っ

た
後

す
ぐ

に
健

保
本

人
負

担
が

１
割

か
ら

２
割

、
そ

し
て

３
割

に

〇
岸

田
自

公
政

権
は

、
軍

事
費

倍
化

へ
更

な
る

改
悪

を
準

備

〇
今

こ
そ

、
現

場
の

実
態

か
ら

医
療

・
介

護
、

社
会

保
障

の
改

悪
を

許
さ

な
い

た
た

か
い

を
粘

り
強

く
広

げ
る

時

老
人

医
療

無
料

化
へ

の
道

は
1
9
6
0
年

代
：
慢

性
疾

患
を

抱
え

た
高

齢
者

の
有

病
率

が
高

く
、

寝
た

き
り

も
多

い
中

で
「
都

市
部

で
さ

え
も

病
院

に
入

院
す

る
こ

と
は

ほ
と

ん
ど

な
か

っ
た

か
ら

、
多

く
の

高
齢

者
は

数
日

か
ら

数
週

間
自

宅
で

床
に

つ
い

て
亡

く
な

っ
た

」
（
岡

本
祐

三
「
高

齢
者

医
療

と
福

祉
」
岩

波
新

書
）

⇒
老

人
ク

ラ
ブ

・
革

新
政

党
か

ら
批

判
が

上
が

る
中

で
1
9
6
3
年

「
老

人
福

祉
法

」
が

制
定

さ
れ

た

３月共闘会議資料12
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老
人

福
祉

法
第

２
条

第
1
0
条

・
三

「
市

町
村

は
当

該
市

町
村

に
居

住
地

を
有

す
る

6
5
歳

以
上

の
者

に
対

し
て

、
毎

年
期

日
ま

た
は

期
間

を
指

定
し

て
、

厚
労

大
臣

が
定

め
る

方
法

に
よ

っ
て

健
康

診

査
を

お
こ

な
わ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

」
と

規
定

⇒
行

政

の
高

齢
者

に
対

す
る

公
的

責
任

を
明

記
。

こ
れ

が
根

拠
と

な
っ

て
老

人
健

診
・
老

人
医

療
無

料
化

が
す

す
む

。

検
査

し
て

も
治

療
費

が
な

い
！

健
診

の
無

料
化

が
進

ん
で

も
治

療
費

は
３

～
５

割
の

自
己

負
担

。
「
病

気
が

分
か

っ
て

も
治

療
費

は
払

え
な

い
。

健
診

は
受

け
た

く
な

い
」

1
9
7
4
年

当
時

に
健

診
で

「
要

受
診

」
で

実
際

に
受

診
し

た
の

は
1
2
.4

％
に

と
ど

ま
る

老
人

医
療

費
無

料
化

へ
署

名
を

東
京

民
医

連
を

中
心

に
「
医

療
費

も
無

料
に

、
安

心
し

て
治

療
を

受
け

ら
れ

る
条

件
づ

く
り

が
必

要
」

と
「
老

人
医

療
無

料
化

署
名

」
が

都
内

各
地

域
に

広
が

る

各
地

域
で

老
人

会
な

ど
へ

の
申

し
入

れ
が

東
京

都
へ

署
名

提
出

・
請

願
を

粘
り

強
く

３月共闘会議資料13
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美
濃

部
革

新
都

政
が

誕
生

1
9
6
9
年

1
2
月

無
料

化
実

現
1
9
6
7
年
4
月

美
濃

部
革

新
都

政
が

誕
生

日
本

共
産

党
と

社
会

党
（
当

時
）
が

推
薦

公
約

に
「
老

人
医

療
無

料
化

」
を

※
要

求
の

後
押

し
で

都
知

事
就

任
後

に
公

約
の

実
現

全
国

へ
広

が
る

老
人

医
療

無
料

〇
東

京
発

の
運

動
が

革
新

自
治

体
の

広
が

り
と

と

も
に

全
国

へ
老

人
医

療
無

料
制

度
が

広
が

る

〇
「
国

の
制

度
と

し
て

老
人

医
療

費
窓

口
負

担
を

無
料

に
」
の

声
と

運
動

が
広

が
る

〇
1
9
7
3
年

国
の

制
度

と
し

て
老

人
医

療
無

料
に

⇒
健

康
寿

命
ア

ッ
プ

へ

「
老

人
保

健
法

」
が

強
行

さ
れ

る
〇
1
9
8
2
年

鈴
木

善
幸

内
閣

は
「
老

人
保

健
法

」
を

強
行

可
決

〇
1
9
8
3
年

２
月
1
日

老
人

医
療

無
料

制
度

廃
止

は
じ

め
は

１
カ

月
5
0
0
円

か
ら

※
こ

の
日

を
忘

れ
な

い
！

2
0
0
6
年

６
月

「
後

期
高

齢
者

医
療

制
度

」
強

行

〇
７

５
歳

以
上

の
高

齢
者

を
別

建
て

の
保

険
へ

〇
年

齢
で

い
の

ち
の

差
別

許
さ

な
い

！
と

全
国

で

怒
り

が
広

が
る

〇
制

度
撤

回
へ

の
た

た
か

い
が

全
国

で
広

が
る

３月共闘会議資料14
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全
国

で
広

が
る

怒
り

〇
年

齢
で

の
差

別
は

許
さ

な
い

！
〇

シ
ン

ボ
ル

は
「
い

の
ち

」
⇒

い
の

ち
を

守
れ

〇
「
後

期
高

齢
者

医
療

制
度

廃
止

連
絡

会
」
を

結
成

し
、

労
組

（
連

合
や

中
立

へ
）
・
市

町
村

会
・
町

会
・
老

人
ク

ラ
ブ

な
ど

あ
ら

ゆ
る

団
体

へ
申

し
入

れ
共

同
し

た
集

会
・
パ

レ
ー

ド
で

訴
え

る
。

宣
伝

カ
ー

を
走

ら
せ

る
。

※
社

民
党

・
民

主
党

・
日

本
共

産
党

と
共

闘

2
0
0
8
年

6
月

6
日

「
廃

止
法

案
」
可

決
へ

2
0
0
6
年

６
月

「
後

期
高

齢
者

医
療

制
度

」
強

行
採

決
4
月

後
期

高
齢

者
医

療
制

度
導

入
、

高
ま

る
反

対
の

声
5
月

2
３

日
第

1
7
4
国

会
「
後

期
高

齢
者

医
療

制
度

の
廃

止
等

及
び

医
療

に
係

る
高

齢
者

の
負

担
の

軽
減

等
の

た
め

に
講

ず
べ

き
措

置
に

関
す

る
法

案
」
民

主
・
共

産
・
社

民
・
国

民
新

党
が

参
議

院
へ

提
出

2
0
0
8
年 6
月

6
日

参
議

院
で

「
廃

止
法

案
」
が

可
決

さ
れ

衆
議

院
へ

送
付

国
会

解
散

で
廃

案
に

怒
り

が
政

権
交

代
へ

2
0
0
9
年

9
月

16
日

鳩
山

内
閣

誕
生

（
民

主
・
社

民
・
国

民
新

党
の

連

立
内

閣
）
長

妻
厚

労
大

臣
が

「
後

期
高

齢
者

医
療

制
度

廃
止

を
公

約

2
0
1
0
年

4
月

3日
明

治
公

園
で

大
集

会
（
連

合
・
笹

森
清

元
会

長
と

全
労

連
・
大

黒
作

治
議

長
が

並
ん

だ
！

2
0
1
0
年

6
月

菅
直

人
内

閣
誕

生
（
3
月

1
1
日

東
日

本
大

震
災

）

※
2
0
1
1
年

統
一

地
方

選
挙

を
考

慮
し

廃
止

が
先

送
り

に

３月共闘会議資料15
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自
公

政
権

へ
交

代
し

、
廃

止
は

中
止

そ
し

て
、

更
な

る
負

担
増

へ
2
0
1
2
年

民
主

党
か

ら
自

公
へ

政
権

交
代

で
廃

止
は

中
止

に

※
2
0
0
8
年

～
2
01

8年
末

ま
で

経
過

措
置

負
担

金
の

一
部

（
１

割
）
を

免
除

2
0
2
2
年

1
0
月

1
日

7
5
歳

以
上

の
窓

口
負

担
２

倍
化

へ

7
5
歳

以
上

1
8
15

万
人

の
約

２
３

％
（
37

0万
人

）が

被
害

に
。

日
本

経
団

連
は

「
原

則
２

割
を

基
本

」と

※
「
世

代
間

の
公

平
」
の

名
の

も
と

に
更

な
る

制
度

改
悪

も
、

原
則

３
割

負
担

へ
も

検
討

！

い
ま

、
高

齢
者

の
く
ら

し
は

コ
ロ

ナ
禍

と
円

安
、

相
次

ぐ
物

価
値

上
げ

の
も

と

・
国

民
年

金
・厚

生
年

金
は

減
額

、
医

療
・介

護
費

用
は

増
大

し
、

家
計

は
火

の
車

・
7
5
歳

以
上

の
年

収
は

平
均

1
6
6
万

円
、

中
央

値
1
3
0
万

円
（
2
0
2
1

年
1
月

第
1
39

回
社

会
保

障
審

議
会

医
療

保
険

部
会

資
料

）

年
収

5
0
万

未
満

（
１

６
％

）
、

5
0
～

10
0
万

円
（
2
3％

）
、

4
0
0
万

円
以

上
（
4
％

）

※
6
0
歳

以
上

の
6
7
％

が
「
公

的
年

金
が

主
な

収
入

源
」

世
界

と
比

較
し

て
極

端
に

低
い

高
齢

者
施

策
許

せ
な

い
！

軍
事

費
２

倍
化

へ
更

な
る

負
担

増

〇
世

界
第

３
位

の
軍

事
費

確
保

へ
、

消
費

税
増

税
と

と
も

に
更

な
る

社
会

保
障

の
削

減
が

す
す

む

〇
国

際
的

に
も

遅
れ

た
高

齢
者

関
連

の
支

出
高

齢
関

連
３

分
野

へ
の

一
人

当
た

り
社

会
支

出
は

5
位

保
健

分
野

（医
療

）
へ

の
社

会
支

出
は

６
位

３月共闘会議資料16
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歴
史

に
学

び
た

た
か

い
を

広
げ

よ
う

！

運
動

は
一

人
の

声
か

ら
始

ま
っ

た
！

そ
し

て
、

原
点

は
、

「
憲

法
2
5
条

」
「
地

方
自

治
法

」

憲
法

2
5
条

「
１

す
べ

て
国

民
は

、
健

康
で

文
化

的
な

最
低

限

の
生

活
を

営
む

権
利

を
有

す
る

。
２

国
は

、
す

べ
て

の
生

活

部
面

に
つ

い
て

、
社

会
福

祉
、

社
会

保
障

及
び

公
衆

衛
生

の

向
上

及
び

増
進

に
努

め
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
」

2
0
2
3
年

統
一

地
方

選
挙

で
自

公
政

権
へ

審
判

を
！

声
を

広
げ

よ
う

！

地
方

自
治

法
「
地

方
公

共
団

体
は

、
住

民
の

福
祉

の
増

進
を

図
る

こ
と

を
基

本
と

し
て

、
地

域
に

お
け

る
行

政
を

自
主

的
か

つ
総

合
的

に
実

施
す

る
役

割

を
広

く
担

う
も

の
と

す
る

」
（
総

則
第

１
条

２
）

３月共闘会議資料17



１ 

 

2023 年（第 21 回）全国介護学習交流集会第 1 回実行委員会 

2023 年 2 月 20 日（月）18：00～ 全労連 3 階会議室＋ZOOM 

《出欠》 

民医連 

林 泰則 

中央社保協 

林 信悟 

中央社保協 

大嶋 祐介 

自治労連 

青池 則男 

生協労連 

櫻井 美子 

医労連 

寺田 雄 

      

福祉保育労 

民谷 孝則 

東京地評 

森永 伊紀 

東京地評 

松崎 実和 

ＨＨ全国連絡会 

佐藤  
  

      

全労連 

秋山 正臣 

全労連 

香月 直之 

全労連 

溝口 耕二 
   

      

 

Ⅰ この間の経過について 

2022 年 12 月 14 日（水） 2022 年 6 回実行委員会 

2023 年 01 月 24 日（火） 2023 年全国交流集会実行委員会第 1 回事務局会議（準備会） 

 

 

Ⅱ 協議事項について 

１ 全国学習交流集会の開催経過 

  別紙のとおり 

 

 

２ 第 21 回介護全国学習交流集会の開催について 

（１）開催日時   2023 年 10 月 09 日（月・祝） 13：00～16：00 

    （予備日）10 月 08 日（日） 

（２）開催場所   全労連会館 2 階ホール 

（３）メインテーマ  介護保険制度と処遇改善 

（４）次第 

  ① 主催者あいさつ  実行委員会代表（7 分） 

  ② 記念講演Ⅰ  （90 分） 

③ 質疑討論  参加者からの発言（一人 6 分×10 人＝60 分）（休憩 15 分） 

  ④ 閉会あいさつ  実行委員会代表（5 分） 

 

 

３ 開催形式などについて  

  オンライン併用方式とする（ＺＯＯＭ配信と You tube 配信） 

  会場参加 150 名 ＋ オンライン参加 100 名を目標とする 
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２ 

 

Ⅲ 今後のとりくみ予定 

１ 集会への参加の呼びかけ 

（１）介護７団体への呼びかけ（全労連・民医連・中央社保協を除く） 

  ① 21 老福連（21世紀の老人福祉の向上をめざす施設連絡会） 事務局長 井上ひろみ 

     京都市北区大北山長谷町 5-36 

② 公益社団法人認知症の人と家族の会 代表理事 鈴木森夫 

  京都府京都市上京区晴明町 811-3 岡部ビル 2F 

③ 認定・特定非営利活動（ＮＰＯ）法人暮らしネット・えん 代表理事 小島美里 

  埼玉県新座市石神 2-1-4 

④ 守ろう！介護保険制度・市民の会（事務局団体：日本社会連帯機構） 

  東京都豊島区東池袋 1 丁目 44－3 池袋ＩＳＰタマビル 8階 

 

（２）関係団体などへの呼びかけ 

   年金者組合、高齢期運動連絡会、医療福祉生協連、医療介護福祉の会 

 

 

２ タイムスケジュール 

10 月 全国介護学習交流集会 

９月 参加者集約・当日集会要綱の確定 

８月 チラシ配布・介護７団体及び関係団体への呼びかけ 

７月 チラシ準備・集会次第の確定 

５月 講演者依頼・調整 

 

 

３ その他 

 

 

４ 今後の会議予定について 

（１）実行委員会について 

   第 2 回実行委員会   04 月  日（ ） 18：00～ 

   第 3 回実行委員会   06 月  日（ ） 18：00～ 

   第 4 回実行委員会   08 月  日（ ） 18：00～ 

   全国介護学習交流集会 10 月 09 日（月） 13：30～ 

 

（２）事務局会議について 

   第 2 回事務局会議  03 月 07 日（火） 10：00～ 

   第 3 回事務局会議  05 月  日（ ） 

   第 4 回事務局会議  07 月  日（ ） 

以上 
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子ども医療全国ネット事務局会議レジュメ 

2023 年 2 月 21 日 16：00～ 

参加：新婦人（渡部、高園）、医療福祉生協連（柴山）、全日本民医連（木原、小林）、中央社保協

（林、大嶋）、保団連（名嘉、上所、曽根、白石） 

 

１.新署名の取り組みをどう広げるか 

・著名人への署名の賛同依頼 

 これまでの呼びかけ人（５人）には賛同依頼送付済み  

ちばてつや氏、松本春野氏、香山リカ氏、西田敏行氏、有馬理恵氏 

新規賛同呼びかけ→しぼって賛同依頼をかける。各団体から候補者名をあげる。 

自治体関係：沖縄県知事、武蔵野市長、杉並区長 

子育て世代：シオリーヌ氏（新婦人より）  

小児科医など医療関係者：前田佳子女医会会長（新婦人より） 

その他：長谷川義史氏（絵本作家） 太田 伊早子弁護士（新婦人より） 

→ポスターデータの作成（別紙見積もり） 

※賛同者の写真やメッセージなどを載せる 

 

・街頭宣伝→定例で、当面 12 月～4 月まで 

※1 回目の宣伝の後、担当団体などについてまた相談する 

      第 1 回宣伝：12/17（土）14：00～＠上野駅付近 

      

２回目以降の検討 

    ２月 22 日（水）12：30～13：30 場所：新宿南口 担当団体：保団連、社保協 

     ※ハンドマイク、ポケットティッシュ、署名板、横断幕；保団連 

     ※司会：      弁士：各団体 

    ３月    場所：立川駅  担当団体：民医連 

    ４月    場所：川崎（地元と相談して検討） 担当団体：新婦人 

    

・宣伝物 

→統一地方選挙などに向けて署名用紙と一緒に活用できる宣伝物を作成し、データ提供

をする（保団連） 

※地域格差があること、一部負担、償還払いなどの問題をわかりやすく解説したものが

ほしいとの要望あり 

  

・SNS、WEB 署名 

 ※WEB 署名：1213 人（1/20 現在） 

※子どもネットの Twitter アカウントを立ち上げた 

※大まかなルールを確認の上、アカウント情報を共有する 

 

３月共闘会議資料23



【Twitter 投稿についての大まかなルール】 

投稿は事務局団体がそれぞれ行う。投稿した事務局団体が内容に責任を持つ 

主に以下の内容を投稿（リツイートも含め）する 

①子どもネットの取り組みの告知、紹介（宣伝や集会の模様） 

②各地の取り組みの紹介 

③自治体の制度拡充の動き、関連する報道 

 

・５月の署名提出集会に向けて 

 日時案：５月 24 日(水) 

 場 所：国会・議員会館 

 内 容：署名提出、学習講演、各地の取組み報告 

 

※事前に紹介議員の要請 

 ※省庁要請は議員室と相談 

 

２．統一地方選挙に向けて 

・都道府県議会などでの意見書採択に向けて→愛知の意見書を共有 

・政党アンケート案(別紙) 

  

1 月 13 日共産党との懇談：ペナルティの補填について 

 

３．各団体の取り組み、地域の動き 

  

４．その他の課題 

・各地の子どもネットの活動状況をつかむ→まずは新婦人に県単位の把握している動きを

確認いただく。その後、社保協に協力を仰ぐ（一覧表を更新する） 

・自治体の助成制度拡充の動きの把握→社保協 

・意見書採択の状況の把握 

 

５．次回事務局会議 
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新婦人意見書ひな型 
 

 

国の制度として18歳年度末までの医療費窓口負担無料を求める意見書（案） 

 

新型コロナの影響により、ひとり親世帯をはじめ多くの子育て世代や子どもの貧困が深刻化

し、コロナ以前から問題であった、少子化が加速している。 

国は、児童手当や幼児教育・保育の無償化など、子育て施策の充実を図っているが、子ども

の医療費助成に関しては、国による一律の制度は設けておらず、都道府県及び市区町村が独自

に実施している。厚労省の全国の実施状況調査でも、18 歳年度末までの助成を行っている自

治体は、入院46％、通院42％と、全国的に増加している(2020年4月1日時点)。この状況を

鑑みれば、18 歳年度末までを対象とした医療費助成制度を国の責任で創設することは国民的

な願いであり、子育ての大きな不安である経済的負担軽減に資する施策である。各家庭が経済

状況に影響されず、受診機会を確保し、子どもたちの疾病等の早期発見・早期治療につながり、

健全な育成に大きく寄与することになる。 

2018 年には「育成過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な育成医療等を切

れ目なく提供するための施策を総合的に推進する」ことを目的とした育成基本法が全会一致で

成立した。国による子どもの医療費無料制度の創設は、この法律を実効あるものにすることに

もつながる。 

子どもの医療費助成制度は、地方自治体が独自に始めた自治体ごとに異なる制度であること

から、対象年齢要件のほか所得制限や一部負担金の有無、償還払いか現物給付かなど助成内容

に大きな格差がある。どこに住んでいても、必要な医療が受けられることはすべての子どもの

権利である。 

国において、今年4月に子ども政策の司令塔である、こども家庭庁が発足することとなって

おり、公的医療保険制度を補完する子どもの医療費助成制度をはじめ、わが国の喫緊の課題で

あり、少子化社会における子育て支援に対して、国として優先的に取り組むべきである。 

また、全国知事会など地方 3 団体も全国一律の子ども医療助成制度の創設を国に求めてい

る。 

よって、国においては、医療を必要とするすべての子どもに等しく適切な医療が提供される

よう、全国一律の子どもの医療費助成制度を早期に創設するよう強く求めるものである。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

年  月  日 

○○市町村議会 

 

提出先 

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、厚生労働大臣、こども政策担当大臣、 

少子化対策担当大臣 宛 
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子ども医療費無料制度を国に求める全国ネットワーク 
2023 年 政党アンケート 

 
 

貴党名（          ）ご担当者名（        ） 
 

貴党としての考えをお答えください。 

1、国による全国一律の子ども医療費無料制度を早期に創設すること 

賛成 ・ 反対   

 

2、子ども医療費助成制度の対象を 18 歳までとすること 

賛成 ・ 反対 

 
 
 
3、子ども医療費を現物給付で助成した市町村への国⺠健康保険（国保）国庫補
助金の削減（ペナルティ）を完全に廃止すること 

賛成 ・ 反対  

 
 
3、上記の項目以外で、子ども医療費無料制度に関連する貴党の政策や財源など
について、お考えがありましたらご記入ください（200 文字以内）。 
 
 
 
 
 

以上ありがとうございました。 

全国保険医団体連合会・医療運動担当 行  

FAX：03-3375-1862、メール：satoko-kmj@doc-net.or.jp 
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連絡発 22-25 

２ ０ ２ ３ 年２ 月２ ４ 日 

 

緊急「 健康保険証廃止法案の撤回を求める要請書」 の

厚労省、 デジタ ル庁、 総務省へ、 全国集中のお願い 
 

中央社会保障推進協議会 

事務局⻑  林 信悟 

 

 こ の通常国会に 3 月上旬にも「 健康保険証の廃止法案」 が出さ れる緊急事態に対し 、2 月

22 日の代表委員会を経て「 健康保険証廃止法案の撤回を求める要請書（ 別紙）」 を、 厚生労

働省、 総務省、 デジタ ル庁に提出し まし た。  

 緊急ではあり ますが、 加盟組織におかれまし ては、 ひな形を 参考に、 デジタ ル庁、 総務

省に「 健康保険証の廃止法案の撤回を求める要請書」 を郵送、 厚生労働省には FAX の集中

をお願いし ます。  

※法案提出は 3 月上旬と 言われおり 、 大変恐縮ですが、 要請書は可能な限り 早く 、 遅く

と も 3 月 10 日までに送っ て頂きますよう お願いし ます。  

 

提出先 

●総務大臣： 100-8926 千代田区霞が関 2-1-2 中央合同庁舎 2 号館 

     TEL（ 代表） 03-5253-5111 大臣官房総務課 03-5253-5085 

●デジタ ル庁： 102-0094 千代田区紀尾井町 1-3 東京ガーデンテラ ス紀尾井町 19 階、20

階 TEL（ 代表） 03-4477-6775 

●厚生労働大臣： 厚労省・ 大臣官房総務課宛 （ Ｆ Ａ Ｘ ） ０ ３ －３ ５ ９ ５ －２ ３ ９ ２  

記 

1. 「 健康保険証廃止法案の撤回を求めます」 要請書のひな形 

2. 参考資料①「 健康保険証廃止法案の撤回を求めます」 中央社保協の要請書 

3. 参考資料②「 健康保険証廃止法案の撤回を求めます」 保団連の要請書 

4. 参考資料③「 国民皆保険制度の崩壊につながる健康保険証廃止法案やめてく ださ い」 マ

イ ナンバー制度反対連絡会緊急アピール 

以 上 
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2023 年２ 月 24 日 

中央社会保障推進協議会 

 

デジタ ル庁は 2 月 17 日、現行の健康保険証を廃止し 、 マイ ナカ ード への一本化に向けた「 中

間と り まと め」 を策定し 、 健康保険証廃止後の「 資格確認書」 の発行など法改正を含めた措置を

示し まし た。健康保険証の廃止を含む一括法案を今国会提出する構えです。私たちは公的保険制

度の根幹である健康保険証を維持し 、こ れまで通り 医療が受けら れるよう 、健康保険証廃止法案

の撤回を強く 求めます。  

政府は昨年 10 月、 2024 年秋に健康保険証を廃止する方針を表明し たも のの、 世論の大き な反

発を受けて、岸田首相は「 マイ ナンバーカ ード を取得し ない人でも 保険料を払っ ていれば保険診

療を受けら れる制度を用意する」 と 答弁し まし た。 デジタ ル庁・ 検討会が 2 月 17 日に示し た

「 中間と り まと め」 では、 医療機関を受診する際は、 マイ ナカ ード によるオンラ イ ン資格確認を

基本と し 「 介護が必要な高齢者や子ども などマイ ナカ ード を取得し ていない人などが医療機関

を受診できるよう 、 新たに資格確認書を発行する 」 と し まし た。 あく まで健康保険証は廃止す

る構えです。 資格確認書の有効期間は最⻑ １ 年、 発行は本人の申請が必要です。 記載内容は健康

保険証と 同様の情報（ 氏名・ 生年月日、 被保険者等記号番号、 保険者情報等） であり 、 こ れまで

の健康保険証を廃止する理由は何ら あり ません。  

健康保険法では、 保険料を支払っ ている被保険者に対し て保険者が健康保険証を発行する こ と

が義務付けら れています。 保険者の責任で、 健康保険証が遍く 国民に届けら れるこ と は、 国民皆

保険制度の大前提です。「 中間と り まと め」 では、 マイ ナカ ード による資格確認を基本と し てい

ますが、 マイ ナカ ード の取得は「 任意」  で資格確認書も 本人の申請に基づき 「 任意」 で「 １ 年

限定」 と なると 、 保険料を適切に支払っ ている被保険者でも 多く の申請漏れ等により 、 医療機関

窓口で「 資格喪失」 や「 無保険」 扱いと なるこ と が懸念さ れます。  

資格確認書を申請・ 交付する際の手間が新たに発生し 、自治体窓口や各保険者の事務対応も 増加

するなど膨大な社会的コ スト が生じ ます。 政府はマイ ナカ ード 取得の「 メ リ ッ ト 」 を強調し ます

が、 取得や利用が困難な患者・ 高齢者・ 家族はさ ら なる負担と なり ます。 デジタ ル庁調査（ 1 月

末） でも マイ ナカ ード の健康保険証と し て利用申込するき っ かけは、 89.1％が「 マイ ナポイ ント

がも ら えるから 」 で、「 保険証利用にメ リ ッ ト を感じ たから 」 はわずか 11.6％です。 患者・ 国民

は、 健康保険証を廃止し マイ ナカ ード に一本化するこ と を求めていません。 こ れまで同様、 健康

保険証は原則交付し 、 マイ ナカ ード 利用は「 任意」 と する形がも っ と も 合理的であり 、 国民の多

く が望まない健康保険証の廃止方針や廃止法案の提出は中止すべき です。  

以上 
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健康保険証廃止法案の撤回を求めます 

 

2023 年２月 21 日 

全国保険医団体連合会 

会長 住江憲勇 

 

 デジタル庁は 2 月 17 日、現行の健康保険証を廃止し、マイナカードへの一本化に向けた「中間

とりまとめ」を策定し、健康保険証廃止後の「資格確認書」の発行など法改正を含めた措置を示し

ました。健康保険証廃止を含む一括法案を今国会提出する構えです。当会は、公的保険制度の根幹

である健康保険証を維持し、これまで通り医療が受けられるよう廃止法案の撤回を強く求めます。 

 

健康保険証を廃止する理由は一つもない 

 政府は昨年 10 月、2024 年秋に健康保険証を廃止する方針を表明したものの、世論の大きな反発

を受けて、岸田首相は「マイナンバーカードを取得しない人でも保険料を払っていれば保険診療を

受けられる制度を用意する」と答弁しました。 

デジタル庁・検討会が 2 月 17 日に示した「中間とりまとめ」では、医療機関を受診する際は、

マイナカードによるオンライン資格確認を基本とし、「介護が必要な高齢者や子どもなどマイナカ

ードを取得していない人などが医療機関を受診できるよう、新たに資格確認書を発行する」としま

した。あくまで健康保険証は廃止する構えです。資格確認書の有効期間は最長１年とされ、発行に

は本人の申請が必要となります。記載内容は健康保険証と同様の情報（氏名・生年月日、被保険者

等記号番号、保険者情報等）が記載されており、健康保険証を廃止する理由は一つもありません。 

  

発行申請漏れで無保険扱いも 

健康保険法では、保険料を支払っている被保険者に対して保険者が健康保険証を発行することが

義務付けられています。保険者の責任で、健康保険証が遍く国民に届けられることは、国民皆保険

制度の大前提です。「中間とりまとめ」では、マイナカードによる資格確認を基本としていますが、

マイナカードの取得は「任意」で資格確認書も本人の申請に基づき「任意」で「１年限定」となる

と、保険料を適切に支払っている被保険者でも申請漏れ等により、医療機関窓口で「資格喪失」や

「無保険」扱いとなることが懸念されます。 

 

膨大な社会的コスト 

 資格確認書を申請・交付する際の手間が新たに発生し、自治体窓口や各保険者の事務対応も増加

するなど膨大な社会的コストが生じます。政府は、マイナカード取得の「メリット」を強調します

が、取得や利用が困難な患者・高齢者・家族にはさらなる負担となります。デジタル庁調査（1 月

末）でもマイナカードの健康保険証として利用申込するきっかけは、89.1％が「マイナポイントが

もらえるから」と回答しており、「保険証利用にメリットを感じたから」はわずか 11.6％に過ぎま

せん。患者・国民は、健康保険証をわざわざ廃止してマイナカードへの一本化することを求めてい

ません。保団連調査（昨年 10 月実施 8707 件）でも、医師・歯科医師の 65％が保険証廃止に反対

しており、賛成はわずか 8％。また、７割以上が「システム障害や災害時対応」、「窓口対応や紛失

トラブルの増加」などデメリットを訴えています。これまで同様、健康保険証は原則交付、マイナ

カード利用は「任意」とする形がもっとも合理的であり、国民の多くが望まない健康保険証の廃止

方針や廃止法案の提出は中止すべきです。下記事項を強く求めます。 

 

記 

 

一、現行の健康保険証を廃止する法案を国会に提出しないこと 
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国民皆保険制度の崩壊につながる 

＃「 健康保険証廃止」 法案」 やめてく ださ い！ 
～＃マイ ナンバーカ ード の義務化に反対し ます～ 

 

緊急アピール 
 

２ ０ ２ ３ 年２ 月２ ４ 日 

マイ ナンバー制度反対連絡会 

【 行動提起】  
 

（ １ ） 国会請願書に取り 組みまし ょ う （ ３ ０ 万筆目標）  

第 1 次集約（ 2 月末日）  第 2 次集約（ 3 月末日）  

第 3 次集約（ 4 月末日）  最終集約日（ 6 月末日）  

（ ２ ） 3 月 10 日（ 金） 統一行動（ 第 2 弾）  

１ ） 街頭署名宣伝行動 13 時から 14 時、 新宿駅西口 

２ ） Twi t t er デモ 13 時から  

３ ） change. or g 署名（ 第 2 弾、 準備中近日中にスタ ート ） 広げよう （ 目標１ ０ 万筆）  

（ ３ ） 3 月 23 日（ 木） 中央行動 

３ 省庁交渉（ デジタ ル庁、 総務省、 厚労省） 10 時から 、 場所未定。  

院内集会と 署名提出行動） 12 時半から 14 時、 場所第 2 議員会館多目的会議室 

 

 

【 １ 】 健康保険証廃止法案提出が急浮上 
 

（ １ ） 健康保険証廃止問題を ２ ０ ２ ４ 年を先取り し こ の国会で決着狙う  
 通常国会にはマイ ナンバー利用拡大法案およびデジタ ル化の土台を整備する目的で

アナログ規制撤廃一括法案の提出が予定さ れていまし たが、 健康保険証廃止法案が提

出さ れるこ と になり まし た。 その内容は、 健康保険法及び国民健康保険法に規定さ れ

る国民の健康保険証の請求権保障と 保険者の保険証の支給義務を改悪する見込みで

す。 政府は、 ２ ０ ２ ４ 年秋には健康保険証を廃止すると 宣伝し てきまし たが、 こ の国

会の改悪法案を強行するこ と で法律上は、 健康保険証の廃止を決着さ せる予定です。  

 

（ ２ ） 健康保険証廃止でどう なるのか 
１ ） 政府は、「 健康保険証を廃止する」「 廃止後は、 マイ ナンバーカ ード を持たない国

民には「 資格確認証を発行する（ 基本は紙）」 と し 、 現在発行さ れている健康保険証

は、 健康保険証廃止後、 １ 年間で無効化する法案の予定です。  
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２ ） 健康保険証廃止は、 国民皆保険制度の廃止を意味する 

 健康保険証は、 国民皆保険制度の理念を法律で国民に権利と し て保障し たも のであ

り 、 健康保険証廃止は、 いつでも どこ でも 誰も が医療が受けら れる制度保障に政府が

責任を持たなく なるこ と を意味し ます。  

 

（ ３ ） 資格確認書では更新回数が今より 2 倍化、 発行責任は保険者から 自己責

任（ 申請） に変えら れる 
 改悪法案で資格確認証は１ 年未満の期限であり 、 こ れまでの保険証の有効期間２ 年

から 短期間になり ます。 また、 保険証の発行は、 法律上も 国民に保障さ れた権利であ

り 、 保険者の義務でし たが今後は国民の自己責任（ 申請） にさ れます。  

し たがっ て、 こ れまで保険証は保険者の責任で有効期間が切れる前に国民に郵送さ

れますが、 今後は国民が申請し ないと 発行さ れません。 仕事の都合や諸事情があり 方

や高齢者や障がいを持っ た方々等が自分で申請できない場合や空白期間が生じ る場合

も 自己責任にさ れると いう こ と です。 健康保険加入が確認できない場合は、 医療機関

では窓口１ ０ 割負担になるため大変です。  

推測の域を出ませんが、 マイ ナンバーカード の紐づけさ れたマイ ナ保険証は更新が

５ 年間のため、 マイ ナンバーカ ード を持たない人のための資格確認証と いう 口実を使

いマイ ナンバーカ ード の取得を誘導し 強制する行為です。 健康保険証廃止によっ てマ

イ ナンバーカ ード を普及し よう と する政府方針で、 医療以外でも 自治体での子育て支

援対象から の除外（ 岡山県備前市）、 移動困難者へのマイ タ ク 福祉事業をマイ ナンバー

カ ード 所持者に限定し 利用を排除（ 群馬県前橋市） と いう 乱暴なマイ ナンバーカ ード

の強制が行われ、 重大な権利侵害が発生し ています。  

 

 

【 ２ 】 マイ ナンバーカ ード は、 法律上任意。 選択肢を奪い強制する

のは法律違反の基本的人権侵害 
 

（ １ ） 日本弁護士連合会がマイ ナ保険証取得の強制に反対会長声明、 繰り 返し

政府に対し て意見書を提出するも 無視 
１ ） 法律上はあく まで任意 

基本的人権保障から 国民に義務付けできない。 選択の自由がある。   

２ ） 個人情報保護法にＥ Ｕ 並みの自己コ ント ロール権保障が不可欠。  

３ ） 個人情報保護の視点から 必要ない紐付け、 マイ ナポイ ント で誘導は適切ではなく

やめるべき。  

４ ） マイ ナンバーカ ード への顔認証は危険であり やめるべき 

 

（ ２ ） 個人情報ろ う えいに対策なし の見切り 発車に不安の声 

１ ） 止まるこ と を知ら ない個人情報のろ う えい 

「 企業や行政機関から マイ ナンバー情報が紛失や漏えいし たと の報告は、 ２ ０ １ ７ 年

度から ２ １ 年度までの５ 年間で少なく と も 約３ 万５ 千人分に上るこ と が３ 日、 個人情

報保護委員会の年次報告から 分かっ た。 データ が入っ たＵ Ｓ Ｂ をなく し たり 、 不正 

アク セスの被害に遭っ たり し ていた。」 ( 2022 年 12 月 3 日) 秋田魁新報 
 

２ ） 情報ろう えい対策より も 個人情報の利活用を優先する政府の姿勢に問題 
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（ ３ ） マイ ナンバーカ ード の取得は法律上も 任意を無視 

１ ） 法律上は任意であるにも 関わら ず、 持たない国民への権利保障の説明がない 

２ ） デジタ ル化は画一化・ 標準化・ 効率化を追求。 一人の国民も 置きざり にし ない法

律の精神に違反 

 

 

【 ３ 】 通常国会に予定さ れるマイ ナンバーカ ード 強制の関連法案の

主な内容と 拡大する問題点 
 

（ １ ） 健康保険証廃止法案（ 前述）  

（ ２ ） マイ ナンバー改悪法案 
１ ） 個人情報用途３ 分野限定（ 社会保障、 税、 災害） を撤廃し あら ゆる分野に法律改

正なし に拡大。 政府の裁量を法律改正なし に無制限に。  

２ ） 公的給付金等で利用さ れた銀行口座は、 一定期間経過後は、 本人同意がない場合

も 自動登録可能に法整備 

（ ３ ） 現状の問題点がさ ら にエスカ レート  
１ ） 個人情報の利活用の拡大（ 医療情報等、 企業利活用が社会問題に）  

２ ） マイ ナンバーカ ード 所持で市民を差別、 権利のはく 奪 

３ ） マイ ナンバーカ ード 普及率で地方交付税に差、 財源１ ／３ 普及率高順位で分配。  

４ ） 政府の田園都市構想、 スーパーシティ ー構想推進の交付金（ 現代版、 日本列島改

造論） の要件にも 。 都市そのも のをデジタ ル化、 Ａ Ｉ ・ ビッ グデータ 活用でビジネス

チャ ンス利権がら み。 ２ ０ ２ １ 年４ 月締め切り の政府スーパーシティ ー構想に手上げ

全国３ １ 自治体。  

 

 

【 ４ 】 マイ ナンバーカ ード 強制は国民皆保険制度の崩壊につながる 
 

（ １ ） 健康保険証廃止反対の運動は、 いつでも 誰でも 、 どこ でも 医療にかかれ

る国民皆保険制度を守る取り 組み 

（ ２ ） 医療系のシステムエラ ーは、 いのちと 健康に深刻な問題を起こ す 
１ ） こ れまでの保険証で何ら 問題はない、 マイ ナンバーカ ード 普及目的は許せない 

２ ） 無理なデジタ ル化は中止を、 アナログ併用ですべての国民が医療制度から 排除さ

れないシステムを 

２ ０ ２ ３ 年４ 月から のオンラ イ ン資格確認システムの機械４ 割に不具合。 地震国日

本で震災・ 災害時リ スク は当然の前提。  

３ ） 国民、 利用者本位の医療制度の確保を 

超高齢化社会の到来で高齢者、 認知症、 障害等で管理困難、 紛失の心配も 多数存在。  

４ ） 医療情報漏えい防止をデジタ ル化より も 優先し て対策を。 医療機関へのサイ バー

攻撃事件に対する防止措置も ないままの見切り 発車。  
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【 ５ 】 マイ ナンバーカ ード で市民にペナルティ ー、 地方自治も 破壊

する政府の強制は問題 
 

（ １ ） マイ ナ保険証を持たない患者には、 ４ 月から 医療機関受診料金を値上げ 

（ ２ ） 自治体でマイ ナンバーカ ード による差別化と ペナルティ ー 
１ ） 子育て支援の対象外に（ 岡山県備前市）  

昨年より 子育て支援を無償化（ 年間５ ５ 万円、 保育料・ 学校給食、 学用品費） を２

０ ２ ３ 年４ 月から はマイ ナンバーカ ード 世帯全員が所持し ないと 対象外に、 教育委員

会が学校長を通じ 保護者にマイ ナンバーカ ード 普及のおねがい文書。 市民がネッ ト 署

名等４ 万筆超集めるも （ 備前市人口３ 万人）、 吉村市長２ 月議会に条例案提出予定、 国

会質問に松本総務相「 政府は強制し ない、 自治体の判断」 河野太郎デジタ ル庁大臣

「 無償化はマイ ナンバーカ ード 取得のインセンティ ブ（ 報酬）」 発言で社会問題に。  

２ ） 移動困難者マイ タ ク 福祉事業から 締め出し （ 群馬県前橋市）  

移動困難者のための自治体によるマイ タ ク 制度（ タ ク シー利用時補助金制度） が２

０ ２ ２ 年４ 月から マイ ナンバーカ ード 所持者の限定制度に強行。 高齢運転免許証返

納、 妊婦、 障がい者等のための制度で２ 万人が利用。 市民、 老人会の反対意見、 議会

での意見も 無視、 山本一太知事「 田園都市構想の補助金の要件はひどい（ 前橋市２ ０

２ １ 年４ 月締め切り の政府スーパーシティ ー構想に手上げ）」 と 会見し つつ容認。 デジ

タ ル庁は模範的なマイ ナンバーカ ード 利用法と し て全国に提示。  

 

 

以 上 
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　 昨年秋、河野太郎デジタル大臣は、マイナンバーカードと健康

保険証の一体化に向けた取り組みを前倒しし 、2024年度秋に

保険証の廃止を目指すと発表しました。

　 国民皆保険制度のもとでこのような施策を実行することは、

マイナンバーカード の取得を事実上、義務化するものであり、

番号法がカードの取得を任意としたことに反するものです。

　 マイナンバーカードと健康保険証の一体化は、医療機関や

私たちにどのような影響を及ぼすか、私たちの医療情報はどの

ように扱われるのか、一緒に考えましょう。

「 基本的人権の観点から見た
健康保険証廃止・ マイナ保険証義務化」

参加費無料

事前申込制

オンラインシンポジウム東京弁護士会主催

■当日、何らかの理由で通信が中断し 復旧困難と なった場合、やむを得ず本講演会を 中

止する可能性があり ます（ 目安として1 0 分以上配信不能と なった場合） 。

■視聴者のP C環境・ 通信状況等の不具合について、当会では責任を負わず、     
Z oom の利用方法等についてのサポート 対応等も 行いかねますので、予めご了承く ださ い。

■録画（ スクリ ーンショ ット を含む）・ 録音や二次利用は固く お断り 申し あげます。

【 申込方法】下記U R Lまたは二次元コ ード より 事前にお申し 込みく ださい。

　 　 　 　 　   h ttp s ://w s .fo rm zu .n e t/fg e n /S2 2 9 0 9 141/

【 問合せ先】東京弁護士会人権課　 0 3 -3 5 8 1 -2 2 0 5

●基調報告
　 住江 憲勇　 氏（ 全国保険医団体連合会 会長）

　 出口 かおり  弁護士（ 東京弁護士会憲法問題対策センタ ー委員）

●パネルディスカッ ショ ン

◆パネリスト

　 住江 憲勇　 氏

　 神里 達博　 氏（ 千葉大学大学院国際学術研究院教授）

◆コーディ ネータ ー

　 出口 かおり  弁護士

　 清水 勉 弁護士（ 東京弁護士会憲法問題対策センタ ー委員）

方 法　   オンライン配信（ zoom ウェ ビナーを予定）

日 時　   2 0 2 3 年

　   3 月6 日（ 月） 午後６ 時～午後８ 時　 　

申込締切/3 月2 日(木)
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平和、いのち、くらしを壊す 大軍拡・大増税に反対しよう！ 

「大軍拡・大増税NO!連絡会」を結成 新たな署名を提起 
 

国会開会日の１月 23 日、衆議院第一議員会館内で、「平和、いのち、くらしを壊す戦争準備の大

軍拡・大増税ＮＯ！連絡会」(略称・大軍拡・大増税ＮＯ！連絡会)を結成、院内集会を開き 120人

が参加しました。安保破棄中央実行委員会、国民大運動実行委員会、憲法共同センターが呼びかけ

て結成したもの。「平和、いのち、くらしを壊す大軍拡、大増税に反対する請願署名」に取り組む

ことを提起しました。 

岸田首相は施政方針演説で防衛力の

抜本的強化を述べ、「安全保障の大転換

ですが、憲法、国際法の範囲内で行う

ものであり、非核三原則や専守防衛の

堅持、平和国家としての我が国として

の歩みを、いささかも変えるものでは

ない」と憲法違反、国際法違反である

ことをごまかそうとしています。大軍

拡・大増税に反対する世論を大きな流

れにしていくため、全国各地で奮闘し

ていきましょう。 

 戦争か平和かの歴史的岐路 

新日本婦人の会の米山淳子会長が主催者あいさつ。「岸田政権が危険な暴走をする中で、戦争か

平和かの歴史的岐路にある。賃金は上がらない、年金は下がる、物価は上がる。それなのに大軍拡

のために大増税。『戦争準備より平和外交を』の訴えを広げよう」と呼びかけました。 

自由法曹団幹事長の今村幸次郎弁護士(改憲問題対策法律家６団体連絡会)が連帯あいさつ。敵基

地攻撃能力の保有や日米の防衛・外務閣僚会議の内容などについて説明。「政府は、憲法９条を持

つ平和国家として、国際法遵守、核廃絶・軍縮の重要性を訴え、多くの国の賛同を得るよう努力す

る。それにより中国にもアメリカにも戦争をさせないという国際社会の強い世論を形成することが

重要」と強調しました。 

市民連合の中野晃一上智大学教授のメッセージが紹介されました。 

日本共産党の小池晃参議院議員が国会情勢報告。はじめに岸田首相が新型コロナの感染症法上の

位置づけを「５類」に移行しようとしていることについて話し、「公的責任を放棄するもの。いの

平和、いのち、くらしを壊す戦争準備の大軍拡・大増税ＮＯ！連絡会 
〒113-8462 文京区湯島 2-4-4 全労連会館 4 階  

 

大軍拡・大増税 NO!連絡会 NEWS 

 

 

2023 年 1 月 24 日 

第 1 号 

 

 

 

 

号 

号                

号 

 

３月共闘会議資料35



2 
 
 
 
 
 
 
 

ちを守る政治に変えていくため一緒にがんばろう」と呼びかけました。南西諸島でのミサイル基地

建設、トマホークの購入などについて話し、「安倍首相は戦争できる国にし、岸田首相は、本当に

戦争できる国に変え、アメリカに戦争させられる国にしようとしている。戦争させない外交努力、

平和の準備をするために力をあわせ、軍拡をやめさせ、くらし・経済を立て直そう」と訴えました。 

連絡会結成に至る経過と当面の取り組みについて憲法共同センター運営委員の前田博史全労連

副議長が報告しました(別掲)。 

 

岸田首相の暴走を許さない 

各団体からの発言で４人が発言。日本平和委員会の千坂純事務局長は、「沖縄の与那国島、那覇

市、鹿児島の屋久島では、ミサイルが撃ち込まれたことを前提にした避難訓練が行われている。南

西諸島をはじめ日本を戦場にする道を絶対に許してはいけない」と強調しました。 

憲法会議の高橋信一事務局長は、「立憲主義破壊、歴史軽視、アメリカ従属、国民生活破壊、い

ずれをとっても岸田首相は安倍首相の上をいく。岸田首相のやりたい放題を看過すれば歴史を繰り

返すことになる」と訴えました。 

中央社保協の林信悟事務局長は、「憲法 25 条は平和と民主主義のもとで成り立つものであり、戦

争や大軍拡と相いれない。岸田首相は、まともなコロナ対策が打てないまま第８波に入り、75歳以

上の医療費２倍化、年金の２年連続カット、介護保険制度の大改悪をすすめている。社会保障の徹

底的な削減は到底許されない」と強調しました。 

民青同盟の中山歩美副委員長は、「若者憲法集会に向け、『憲法変えるな・憲法いかせ』と全国青

年憲法運動の取り組みをすすめている。130 以上の地域・職場・学園で実行委員会がつくられた。

青年に大軍拡反対・憲法改悪反対の世論を広げていきたい」と訴えました。 

閉会あいさつを安保破棄中央実行委員会の東森英男事務局長が行い、「国民要求と一体で運動を

広げることがかなめ。戦争国家への暴走をくい止めるため運動を大きくひろげていこう」と呼びか

けました。 

 

<別掲> 大軍拡・大増税 NO!連絡会の結成と当面の取り組みについてより抜粋 

【共同して取り組む運動の目標等】 

○政府自らが安全保障政策の「大転換」とするように、戦争する国づくりが戦争準備の段階に質

的に変化したと言えるのが「安保 3 文書」であり、その閣議決定の撤回と具体化、実行に反対する

国民的な運動づくりをめざす。 

〇そのことともかかわって、岸田内閣の辞職、「総選挙で国民の信を問え」や、「統一地方選挙で

の審判を」も運動の目標に置くことになる。 

〇中国や北朝鮮などを「相手国」とする大軍拡であること、アメリカの国家安全保障戦略との関

係などから明らかなようにアメリカの戦争に日本が積極的に加担することになること、特に台湾有

事との関係が現実性をともなっていること、などの点を直視し、戦争反対、戦争準備反対の世論づ

くりを重視する。 

〇GDP の 2 倍以上の国債発行残高を持ち、成長が止まった経済状況や内需縮小の状況、アベノミ
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クスの負の遺産による物価高などの日本経済の現状や、富の再配分機能が先進国最低水準のもとで

の市民のくらしの実態に目をむけ、くらし破壊の大軍拡反対、大増税反対の世論づくりを先行させ

る。 

〇敵基地攻撃能力そのものが違憲であること、違憲の安保法制が存在するもとでの敵基地攻撃能

力の保有＝集団的自衛権行使、他国攻撃と言う二重の違憲を許さないことを確認し、憲法守れ、立

憲主義守れ、の最重点の課題として二つの閣議決定（集団的自衛権行使容認と「安保 3 文書」）の

撤回、それらの具体化、実行に反対する取り組みを進める。 

 

【共同して取り組む課題】 

１.名称「平和、いのち、くらしを壊す戦争準備の大軍拡・大増税ＮＯ！連絡会」 

（略称：大軍拡・大増税 NO！連絡会）とする。 

２．各団体、共闘の主体的な取り組みを尊重しつつ、一致点での共同の取り組みや資料、宣伝資

材等の相互活用を進める。そのことから、共闘のあり方も「連絡会」という緩やかなものとする。 

３．前記を前提に、連絡会参加の団体、個人を広げる。各団体、共闘のこれまでのつながりを通

じて、「連絡会」の取り組みへの賛同、参加、共闘を広げる。 

４．連絡会としての具体的取り組み 

（１）国民大運動運動実行委員会など三者の「定例国会行動」に結集する。 

（２）予算案審議の重要な段階での議員要請行動、議員会館前集会に取り組む。 

  ● ２月１５日（水） 12：15～13：00  議員会館前定例国会行動 

13：30～14：00 意思統一集会 

             14：00～15：30 議員要請行動 

          衆院予算委員会委員 50名（状況によっては衆院安全保障委員会委員 30名も） 

（３）中央・地方での宣伝行動 

① 9 の日宣伝行動、23日宣伝行動など既存の取り組みを全体で位置付けて取り組む。 

② 2023 年度予算案の国会審議との関係で、2月 9 日、3月 9 日の行動を都内一斉、全 

国一斉の「大宣伝行動」に位置付け、大規模に取り組むことで準備を進める。 

また地方での地元選出国会議員事務所への要請行動を行う。 

（４）宣伝資材、学習行動の強化 

 ① 宣伝行動を効果的に進めるツールとして「平和、いのち、くらしを壊す大軍拡・大増税に

反対する請願署名」を活用するとともに、近く完成する学習リーフレット大いに活用し、広げる。 

署名用紙→https://www.kyodo-center.jp/wp-content/uploads/2023/01/20230123shomei.pdf 

 ② 宣伝行動で活用できるプラスター、リーフレットなどを作成し、活用をよびかける。 

③ 宣伝、広報の相互協力 

 ④ 連絡会としてツイッターデモ（２月上・中旬を予定）を設け、各団体の主張や、大軍拡と

要求との関係、取り組みや宣伝資材を交流、拡散する。 

５．運営の体制等について 

（１）趣旨に賛同する団体、共闘から運営委員（各 1 名）を選出して取り組みの具体化、推進を
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図る。→月 1 回の運営委員会 

（２）事務局団体は、よびかけ 3団体で構成する。 

   事務局団体会議は月 2 回を目途に必要に応じ、逐次開催する。 
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